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２．大学院における教育活動 
 
 神戸大学大学院海事科学研究科は，平成 19 年 4 月に，従来の自然科学研究科から，理学

研究科，工学研究科，農学研究科，海事科学研究科及び自然科学系先端融合研究環に改組

して発足した。 
 
2.1. 教育の理念と目的 
 海事科学研究科は，神戸大学教育憲章及び研究憲章に則り，学生が個人の目標を実現し

て海事社会並びに海事・海洋に関する学術研究の発展に貢献し，世界の平和と地球環境の

保全に寄与できるよう，「国際的で多様な視点と問題解決能力を持つ創造性豊かな研究者・

教育者・高度専門職業人」を育成する為に国際的に卓越した教育研究を提供することを基

本理念としている。 
 こうした，教育及び研究に関する基本理念に基づいた目標を達成するため，海事科学専

攻を置き，海事マネジメント科学講座，海洋ロジスティクス科学講座，マリンエンジニア

リング講座の 3 つの講座で教育研究を行っている。各講座における人材の養成に関する目

的その他の教育研究上の目的は，次のとおりである。 
(1)海事マネジメント科学講座 
 地球規模の海上輸送の安全性確保とシステム構築，海洋環境の保全のために国際的視野

に立ち，かつ技術と社会の関係，人と技術の関係を視野に入れて，海事システムの管理と

構築に関する教育研究を行う。 
(2)海洋ロジスティクス科学講座 
 効率的で安全かつ環境負荷の小さな地球規模の輸送システムの構築，輸送中の貨物の安

全性管理，物流情報と海洋環境情報の収集・解析などに関する教育研究を行う。 
(3)マリンエンジニアリング講座 
 海洋環境における諸現象の観測技術，並びに海洋機器の安全制御技術を微視的視点から

考究し，海洋の活用に関する機械要素技術の開発と動力システムの運用から生じる地球環

境・エネルギー問題の解決への取り組みなどに関する教育研究を行う。 
 
2.2. 教育組織 
 海事科学研究科の教育研究は，学際的な学問を教授し海事・海洋に関する学術研究の発

展のため，海事科学研究科の専任教員 67 名（特任准教授 1：講座外を含む）に，協力教員

として自然科学系先端科学融合研究環教員 3 名（教授２，准教授１），法学研究科教員 1 名

（教授１），国際協力研究科教員 1 名（教授 1）が加わり，神戸大学専任教員で構成する 3
つの講座と，兵庫県立健康生活科学研究所健康科学研究センター及び独立行政法人海洋研

究開発機構による連携講座を設置している。各講座の教育研究分野，研究内容，教員構成

は表 2-1 のとおりである。 
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表 2-1. 教育実施体制 

（講座の教育研究分野，研究内容並びに講座教員の構成，2012(平成 24)年 5 月現在） 
海事マネジメント科学講座 

   

教育研究分野 研究内容 
教員構成数 

教授 准教授 講師 

海事管理 

 地球規模の海上輸送の安全性確保を目標に，船-
人-環境-社会の連関システムを国際的視野から管理

運営するために必要な教育研究を行う。 

  3   

人的要素管理 

 地球規模の海上輸送の安全性確保を目標に，ヒュ

ーマンエラー防止の視点から人間要素（ヒューマン

ファクター）の評価，管理に関する教育研究を行う。 

2 3   

海事関連法規 

 地球の約７割を占める海は国際性を有し，かつ主

権国家による個別性も有する。この特殊性を理解し

た上で「海」をフィールドとして活動する「船舶」，

船舶で働く「人」，国家あるいは国際社会による「海」

の「管理」等に関する法体系について教育研究を行

う。 

2 2   

浮体管理 

 海上輸送の安全性確保を目標に，船舶の航行中の

流場に生じる安全阻害要因を運動学的及び流体力

学的な視点から画像解析手法等を用いて評価，管理

するために必要な教育研究を行う。 

2     

航海情報科学 

 航海及び海洋に関連した計測，航海情報の利用，

情報通信システムの開発と運用，情報システムの知

能化技術について教育研究を行う。 

4     

船舶機関管理 

 船舶の安全運航と海上環境保全を達成するため

に，統合的な機関システムの運転管理に必要な技術

的側面について教育研究を行う。 

1 1 1 

海事危機管理 

 海事災害の発生は，(1)自然災害，(2)海難（衝突・

乗揚げ等）による危険物流出災害，(3)プラントや

システムダウンの産業災害がある。船舶を主とした

ハードとソフトの両面から危機管理と要素評価に

関する科学的な教育研究を行う。 

3     

海事環境保全 

 海事活動が海洋生態系に与える影響評価を行い，

それを基にした海洋環境保全に関する評価，解析手

法について教育研究を行う。 

1     
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海洋ロジスティクス科学講座 
   

教育研究分野 研究内容 
教員構成数 

教授 准教授 講師 

輸送計画科学 

 陸海空を網羅した国内外の物流交通体系の高度

化を目指して，経済・数理的要素を考慮した総合

的な輸送計画に関する教育研究を行う。 

4 3 1 

貨物輸送科学 

 国際複合一貫輸送体系における貨物管理及び貨

物輸送の安全性向上を目指して，港湾，振動，衝

撃，低温工学，材料化学とそれらの応用に関する

教育研究を行う。 

3 2   

輸送情報科学 

 地球規模でのロジスティクスの分野に関連する

輸送及び情報通信システム等の構築・開発，そし

て計算機科学や数理科学について教育研究を行

う。 

3 1 2 

海洋環境科学 

 海洋に関わる自然環境の分析計測及び情報解析

を行うとともに，海事科学分野への応用に関する

教育研究を行う。 

4 4   

 
マリンエンジニアリング講座 

   

教育研究分野 研究内容 
教員構成数 

教授 准教授 講師 

シミュレーショ

ン工学 

 先進数値解析手法，超高速度観察光学実験，高

度な数字的解析法及びそれらを組み合わせたハイ

ブリッド法を駆使して，海洋構造物等に用いられ

る各種材料の構造強度，動的・衝撃破壊，線形・

非線形破壊等のメカニズム解明・高精度シミュレ

－ション法の構築等に関する教育研究を行う。 

  1   

メカトロ設計制

御工学 

 海洋関連機器を対象として，メカトロニクスの

基礎となる機械要素の機能と強度の評価，ロボッ

ト制御システム技術とパワーエレクトロニクスに

関する教育研究を行う。 

1 3   

環境応用エネル

ギー科学 

 船舶・海洋におけるエネルギー変換機器の基礎

となる熱移動現象やエネルギー科学並びに船舶の

動力源である低級炭化水素燃料の燃焼特性，機関

性能，環境問題及び経済性との関わりについて論

じ，舶用プラントの熱機関に関する教育研究を行

う。 

3 1   
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放射線エネルギ

ー応用科学 

 光量子やサブアトミック粒子及びそれらのビ－

ムと，ナノスケ－ルの物質・分子・原子・原子核

との非線形相互作用並びにそのエネルギー学や材

料科学，環境科学，ライフサイエンスなどへの応

用に関する教育研究を行う。 

2 3   

エネルギー物性

科学 

 超伝導・新機能性材料の物性とその応用，水素

エネルギーの生成・貯蔵・輸送に関する基盤技術

の開発，計算流体力学のシミュレ－ション手法の

開発並びに生物運動システムの解明など海洋環

境・エネルギ－問題の解決を目指した教育研究を

行う。 

2 3   

 
連携講座 

    

教育研究分野 研究内容 
教員構成数 

教授 准教授 講師 

海洋環境計測科

学 

 海洋現象とその物理的過程を計測するための海

洋機器と解析処理手法の開発及びそれらを用いた

海洋環境の分析と，海洋現象のメカニズム解明のた

めの教育研究を行う。 

（独立行政法人海洋研究開発機構） 

2     

地域環境科学 

 半閉鎖海域及び沿岸周辺域における海洋汚染や

大気汚染の防止などの地域環境の保全を目指し，海

洋空間並びに沿岸地域における環境の分析と現象

のメカニズム解明のための教育研究を行う。 

（兵庫県立健康生活科学研究所健康科学研究セン

ター） 

3     

 
 
2.3. 学生の受け入れ 
海事科学研究科では，求める学生像（アドミッション・ポリシー）を以下のとおり掲げ

て学生を受け入れている。なお，2012 （平成 24）年度に全学部・全研究科で統一してウ

ェブ公表している。 
（参考 http://www.maritime.kobe-u.ac.jp/graduate/g_policy.html ） 

博士課程前期課程 
学部教育での基礎知識及び実践的・体験的学習を基盤に，専門分野ごとに研究内容を

発展・深化させるため次のような学生を求めています。 
○海事に関する専門的・複合的領域の学術の修得，海事関連企業，行政機関，海

事教育研究機関を横断した，複合的な企画や研究開発などに取り組もうとする
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学生 
○輸送・物流における安全性，効率・経済性，環境に関わる様々な問題を解決で

きる能力を有し，研究開発に取り組もうとする学生 
○海洋環境のグローバルな視点から先端的な要素技術，メカトロニクス及び環境

エネルギー科学の研究開発に取り組む指導的，高度専門職業人を目指す学生 
博士課程後期課程 

博士課程前期課程における専門分野ごとに，研究内容をさらに発展・深化させるため，

次のような学生を求めています。 
○海事関連の国際的企業や国際機関を含めた諸行政機関，教育研究機関などにお

いて，企画推進・開発研究・教育研究・組織連携などの様々な活動で主導的な

役割を果たしたい学生 
○安全性，効率・経済性，環境の視点から総合的に輸送・物流システムの調査・

分析・評価，あるいは環境保全技術の設計・開発を行い，新たな課題を発見し

新分野を開拓したい学生 
○次世代の機械・動力エネルギーシステムを対象に，最先端要素技術を駆使して，

安全・効率・環境の視点から専門家としての研究を行いたい学生 
 
 本研究科は，大学を卒業した学生のみならず広く海外からも学生を募るとともに，社会

人も受け入れている。このような観点から，海事科学研究科では，社会人特別選抜試験と

外国人留学生特別選抜試験を実施している。 

 入学試験結果の概要を表 2-2 及び 2-3 にまとめる。 
 

表 2-2. 博士課程前期課程入学試験における志願者・入学者数等の推移 

前期課程入学 定員 
志願 

者数 

受験 

者数 

合格 

者数 

辞退 

者数 

入学 

者数 
名目倍率 
志願／定員 

実質倍率 
受験／入学 

充足率 
入学／定員 

2004 – 2006平均 44  85.0 80.0 54.7 2.7 52.0 1.93  1.54  1.18  

2007 – 2009平均 60 110.0 101.7 82.0 6.0  76.0 1.83  1.34  1.27  

2010(H22) 60 132 122 104 10  94 2.20  1.30  1.57  

2011(H23) 60 116 105 94 6  88 1.93  1.19  1.47  

2012(H24) 60 106 102 86 3  83 1.77  1.23  1.38  

 
表 2-3. 博士課程後期課程入学試験における志願者・入学者数等の推移 

後期課程入学 定員 
志願 

者数 

受験 

者数 

合格 

者数 

辞退 

者数 

入学 

者数 
名目倍率 
志願／定員 

実質倍率 
受験／入学 

充足率 
入学／定員 

2004 – 2006平均 11  18.3 18.0 17.7 0.0 17.7 1.67 1.02 1.61 

2007 – 2009平均 11 15.3 15.0 15.0 0.0  15.0 1.39 1.00 1.36 

2010(H22) 11 19 19 19 0  19 1.73 1.00 1.73 

2011(H23) 11 14 14 13 1  12 1.27 1.17 1.09 

2012(H24) 11 10 10 10 0  10 0.91 1.00 0.91 
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 2007（平成 19）年度の自然科学研究科海事科学専攻から海事科学研究科への改組及び大

学院重点化に合わせて，前期課程の入学定員を 44 名から 60 名に増員したが，志願者数，

受験者数共に増大し，名目倍率は約 2 倍，実質倍率は約 1.3 倍で推移している。その結果，

充足率は 1.4 程度と若干高い。辞退者は毎年数名で合格者の数パーセントにのぼり，海事科

学部から他大学院へ進学する者が一定数あることを窺わせる。 
 後期課程の入学定員は，自然科学研究科から海事科学研究科の改組及び大学院重点化の

前後で変更は無い。受験者の大半が合格し入学しており，入学希望者数は年によってバラ

ツキがあるものの，全体として充足率は 1.5 前後である。ただし，2011（平成 23）年度か

ら 2012（平成 24）年度にかけて減少傾向が見られ，2012（平成 24）年度に 1 名の欠員が

生じている。後期課程は，修了後の社会での受け入れ態勢の充実と確保に関する課題があ

り，進学・入学希望者の確保が不安定な現状にある。また，留学生並びに社会人学生の占

める比率が高く，経済情勢などの影響を受けやすいと考えられる。今後，これら課題への

対応を効果的に進める必要がある。 
 数年間の研究科全体で見ると，入学者数は，前期課程及び後期課程共に定員の約 4 割を

超過しており，今後，大学院教育における量的拡大（定員拡充）と質的（教育内容）充実

のバランスを十分に考慮した検討が必要である。 
 
2.4. 教育内容及び方法 
2.4.1. 学びの特徴 
 海事科学研究科は，海事科学専攻のみの１専攻から構成される博士課程で，前期２年の

課程（前期課程）及び後期３年の課程（後期課程）に区分している。海事科学専攻におけ

る教育研究分野は，3つの講座（海事マネジメント科学講座，海洋ロジスティクス講座，マ

リンエンジニアリング講座）が担当している。前期課程については，特定研究と論文研究

のみを必修とし，それ以外の科目は選択必修（コア科目）あるいは選択としている。学生

は必修科目を 12 単位，選択必修科目を 8 単位以上，選択科目を 10 単位以上修得しなけれ

ばならない。このうち，選択必修科目については各講座が定めた科目から選択し，選択科

目については自講座以外の科目を 6単位を限度として含めることができる。 

 授業形態は，講義，実験，演習形式の授業を組み合わせている。特に，前期課程では，

講座毎に実験授業を配置し，学生が研究に必要な方法を十分に修得できる配慮を行ってい

る。また，講義においても，学生の自発的学習を行える工夫として学生の発表やディスカ

ッションを取り入れた工夫を行っている。現場観測やアンケート調査が有効と考えられる

海洋観測，物流，船舶による環境汚染等に関わる授業科目では，教室での講義に加えて様々

な形態のフィールドワークを導入している。 

 また，前期課程では，学生自身の研究を進めるだけでなく，他の研究者の論文調査も極

めて重要である点を考慮して，研究指導が主となる「特定研究」とそれを支える「論文研
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究」の 2本立てで指導を実施している。後期課程においては，講義，特別講義，総合演習，

特定研究を開講しており，１年次入学後半年で研究経過報告を講座単位で行うことにより，

研究の進行を講座全体でチェックするとともに，学生の研究が促進できるような体制を取

っている。 

 
2.4.2. カリキュラムポリシー 
 2012（平成 24） 年度に神戸大学全学の表記基準に則りカリキュラムポリシーを策定し

て，以下のとおり公表している。 
（参考 http://www.maritime.kobe-u.ac.jp/graduate/pdf/cu_policy.pdf ） 
○海事科学研究科 カリキュラム・ポリシー 

海事科学研究科海事科学専攻は，学部教育において培われた基礎知識及び目的意識の

上に立って，高度な専門教育及び研究活動に対する指導を進めることにより，国際的か

つ多様な視点と問題解決能力を持つ創造性及び専門性豊かな研究者・教育者・高度専門

職業人を養成する。そのため，海上輸送の安全性確保と海洋環境保全のために地球規模

の国際的視点から社会と技術・人と技術の関係を視野に入れた海事システムの管理・構

築に関する教育研究を行う海事マネジメント科学講座，効率的で安全かつ環境負荷の小

さな地球規模の輸送システム構築，貨物の安全性管理，物流や海洋環境情報の収集・解

析などに関する教育研究を行う海洋ロジスティクス科学講座，海洋環境における諸現象

の観測技術及び海洋機器の安全制御技術を微視的視点から考究し，海洋の活用に関する

機械要素技術の開発と動力システムの運用から生じる地球環境・エネルギー問題の解決

への取り組みなどに関する教育研究を行うマリンエンジニアリング講座の 3 つの講座を

配置し，きめ細やかな教育研究指導を実施する。 
 
2.4.3. ディプロマポリシー 
 カリキュラムポリシーと同様に，2012（平成 24）年度に神戸大学全学の表記基準に則り

ディプロマポリシー（学位授与に関する方針）を策定して，以下のとおり公表している。 
（参考 http://www.maritime.kobe-u.ac.jp/graduate/de_policy.html ） 
 
○海事科学研究科  学位授与に関する方針 
 神戸大学大学院海事科学研究科は，海事に対する深い理解を育むと共に，国際性，人間

性，創造性並びに専門性豊かな指導的人材の育成を通して，紺碧の海を守り，海事科学の

発展と国際海事社会に貢献することを目指している。 
この目標達成に向け，本研究科は，国際的に卓越した教育を保証するため，以下に示し

た 2 つの方針に従って学位を授与する。 
●本研究科に所定の期間在学し，修了に必要な単位を修得し，本研究科が定める審査

に合格する。 

http://www.maritime.kobe-u.ac.jp/graduate/pdf/cu_policy.pdf�
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●本研究科の教育課程を通じて，国際性，人間性，創造性並びに専門性を豊かに向上

させる。 
 
2.4.4. 大学院教育における特徴ある授業（関西海事教育アライアンス） 
 2007（平成 19）年度に神戸大学大学院海事科学研究科海事科学専攻，大阪大学大学院工

学研究科地球総合工学専攻船舶海洋工学部門，大阪府立大学大学院工学研究科航空宇宙海

洋系専攻海洋システム工学分野が連携して発足した「関西海事教育アライアンス」に則り，

博士課程前期課程では 2008（平成 20）年度より 3 大学の大学院の連携授業を継続して開講

している。 
 ３大学連携授業は，博士前期課程の学生を対象に，前期・後期ともに木曜日の 3～5 限の

3 コマを使い，大阪大学中之島センターにおいて授業を行っている。前期は三大学の専任教

員の講義科目３コマを開講し，後期は国土交通省・日本海事協会・海上技術安全研究所（大

阪大学提供科目），造船工業会（大阪府立大学提供科目），海運会社（神戸大学提供科目）

から講師を招き，大学ではなかなか聞けない実践的な講義科目を提供している。 
【神戸大学提供科目】   （前期）国際交通経済論 
             （後期）海上物流と海運産業 
【大阪大学提供科目】   （前期）マリタイム・デザイン・ストラテジー論 
             （後期）船舶のリスク管理 
【大阪府立大学提供科目】 （前期）海洋資源工学特論 
             （後期）造船産業技術特論 
 （参考 http://www.marine.osakafu-u.ac.jp/~alliance/ ） 
 
 神戸大学開講授業科目の 3 大学学生による履修実績並びに神戸大学生による他大学開講

科目履修実績を表 2-4 に示す。 
 

表 2-4. 関西海事教育アライアンス履修実績 

年 度 学期 

神戸大学開講 

全大学受講実績 

神戸大学生 

他大学受講実績 

神戸大 大阪大 阪府大 大阪大 阪府大 

2010(H22) 
前期 10 30 17 8 15 

後期 8 14 11 7 11 

2011(H23) 
前期 25 26 13 8 33 

後期 17 10 10 11 16 

2012(H24) 
前期 27 37 21 12 27 

後期 7 22 12 6 13 

 
 神戸大学の学生による，神戸大学，大阪大学，大阪府立大学の授業履修実績に注目する

と，バラツキはあるものの，毎年・毎学期，述べ 20 数名から 60 名超に及ぶ。また，神戸

大学提供授業の他 2 大学の学生による履修は，毎年・毎学期，各大学 10 名から 40 名弱と，
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海事分野における授業相互提供による 3 大学連携が順調に維持されていると言える。一方

で，教室（大阪大学中之島センター）までの通学の便への配慮が課題として残る。 
 
2.5. 学生支援活動等 
 若年層のメンタルケアの体制を厚く整えるため，大学院学生に対して従来の研究指導教

員に加えて，別途，相談員体制を 2012（平成 24）年度に整えた。なお，従来から設置され

ているハラスメント相談員体制とは異なり，修学，研究，生活などあらゆる相談を受け付

けるものである。 
修学情報として，学部と同様に，大学院におけるすべての授業科目をホームページに掲

載し，授業科目の情報に加えて，オフィスアワー等の学生へのケアに関する内容を記載し

ている。また，大学院学生による研究活動をスムースに行うため，前期課程途中段階で「研

究中間報告会」，後期課程途中段階で「研究経過報告会」及び「研究成果報告会」を課し，

研究指導教員と共に他の教員及び学生からの幅広いコメントを得られる体制を整えている。

前期課程の論文発表会における成績優秀者に対する表彰を導入しており，主体性を高める

取り組みを行っている。 
 特に後期課程学生にとっては，学位論文のために国際会議での発表が重要である。神戸

大学全体の海外発表支援に限度があるため，本研究科奨学金（梅木信子奨学金）の支援を

行っている。この奨学金で国際会議に参加した大学院生は以下のとおり毎年 20 名程度であ

る。 
 

表 2-5. 研究科奨学金による海外発表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 また，テーチングアシスタント（TA）やリサーチアシスタント(RA)制度も活用している。 
 これまで採用した大学院学生数は表 2-6 のとおりである。毎年，前期課程学生では 80 名

程度が，後期課程学生では 20 数名が TA あるいは RA を担当して教育指導補助並びに研究

指導補助に携わり，大学院学生自らの修学力向上を図る機会として活用されている。 
 
 
 

年度 参加者数 

2004 – 2006 平均 23 

2007 - 2009 平均 23 

2010(H22) 14 

2011(H23) 19 

2012(H24) 18 
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表 2-6. ＴＡ・ＲＡの採用状況 

年 度 
前期課程学生 後期課程学生 

ＴＡ ＴＡ ＲＡ 

2004–2006平均 78.0 9.0  9.7 

2007–2009平均 65.3 9.3 18.7 

2010(H22) 78 9 16 

2011(H23) 88 12 13 

2012(H24) 82 6 17 

 
2.6. 就職の概要 

前期課程の学生に対しては，1.6節で説明した学部学生に対する体制と同じ枠組みで就職

支援を行っている。彼らの多くは，海事産業界をはじめ，幅広く官公庁をはじめ，産業界

に進んでいる。海事産業をはじめ，製造業，官公庁等，多方面に進んでいる。就職希望者

は概ね希望どおりりの業種・職種で社会進出を達成しており，大変良好である。 

後期課程の学生は，社会人及び留学生の比率が高く，個々の環境に応じた指導が必要で

ある。また，日本人学生で学部，前期課程，後期課程と一貫して学修・研究に携わった後

に，社会進出を目指す者に対する進路指導も重要である。 

 

表 2-7. 博士課程前期課程修了者の進路 

 
表 2-8. 博士課程後期課程修了者の進路 

 
 
 
 
 
 
 
 

年度 修了者 進学者 就職者 
就職内訳 進学率

（％） 
その他 

企業等 官公庁 教員等 

2004–2006 平均 55.7 5.7 45.7 43.7 1.3 0.7 10.2 4.4 

2007–2009 平均 60.3 4.3 56.0 55.0 0.7 0.3 7.2 0.0 

2010(H22) 76 7 54 52 2 0 9.2  6 

2011(H23) 93 6 73 70 3 0 6.5  16 

2012(H24) 72 10 58 54 4 0 13.9  4 

年度 修了者 
社会人 

既就職者 
就職者 

就職内訳 
その他 

企業等 官公庁 教員等 

2004–2006 平均 13.0 
 

3.3 1.7 0.0 1.7 9.7 

2007–2009 平均 7.7 
 

2.7 2.3 0.3 0 5.0 

2010(H22) 9 5 1 0 0 1 3 

2011(H23) 5 1 2 1 0 1 2 

2012(H24) 13 6 3 1 0 1 4 
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2.7. 水先人養成 
 神戸大学は，2007（平成 19）年 4 月から登録水先人養成施設（第一号）となり，海事科

学研究科内で一級水先人養成を開始した。さらに 2008（平成 20）年 10 月からは三級水先

人の養成を開始した。 
  水先人の免許を取得するには，一定の乗船履歴及び三級海技士（航海）免許の取得（又

は取得見込）の者が，登録水先人養成施設の課程を修了し，水先人試験（国家試験）に合

格する必要がある。 
一級水先人は，大学院海事科学研究科の科目等履修生として，9 月の間，深江キャンパス

及び水先現場で学び，必要科目の単位修得を行い，水先人試験の受験資格が得られる。 
  三級水先人は，大学院海事科学研究科博士課程前期課程の正規生として 2 年を修了（修

士（海事科学）を取得）し，引き続き，海事科学研究科の科目等履修生として約 6 月の水

先現場訓練を修了することにより，水先人試験の受験資格が得られる。 
 

表 2-9. 水先人養成の実績 
級 修了年月 入学者数 修了者数 資格取得者数 

一級 

2007(H19).12. 修了 18 17 17 

2008(H20).12. 修了 19 19 17 

2009(H21).12. 修了 13 11 11 

2010(H22).12. 修了 9 9 9 

2011(H23).12. 修了 11 11 11 

2012(H24).12. 修了 8 8 8 

三級 

2011(H23).3. 修了 10 9 7 

2012(H24).3. 修了 6 6 6 

2013(H25).3. 修了 3 1 ※ 

※資格試験受験準備中 
 
 修了者数が入学者数をわずかに下回るのは，在学中の事故・病気などによる退学のため

である。修了者の大半が資格取得の上，水先人として嚮導（きょうどう）業務に就き，海

上安全に貢献している。 
 なお，水先人養成制度及び登録養成施設に対する財政補助は，国土交通省並びに(財)海技

振興センターが司っており，これら制度の定期的な見直しを注視すると共に，変化に応じ

た適切な対応が必要である。 
 
 
 


